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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
 



「循環社会構築型産業創成プロジェクト」

中間評価第１回分科会

資料６－１資料６ １

ナノテク・部材イノベーションプログラム

「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」

（中間評価）（中間評価）

（２００７年度～２０１１年度 ５年間）（２００７年度 ２０１１年度 ５年間）

議題5 プロジェクトの概要 （公開）

NEDO技術開発機構

議題 ジ クトの概要 （公開）

5-1 （事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメントについて）

NEDO技術開発機構

環境技術開発部

1２００９年 ７月 １４日

発表内容 公開

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性
(1)NEDO事業としての妥当性

NEDO

(1)NEDO事業としての妥当性
(2)実施の効果
(3)事業の背景・目的・位置付け

NEDO

Ⅱ．研究開発マネジメント

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性(3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)情勢変化への対応

Ⅲ．研究開発成果

橋本PL
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Ⅳ．実用化、事業化の見通し



１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性

我が国発祥の光触媒技術は 屋外建材の防汚や空気浄化などに応用展開され 新

公開

我が国発祥の光触媒技術は、屋外建材の防汚や空気浄化などに応用展開され、新

しい産業の創造・発展に貢献している。

→ 現在は紫外光に反応する外装用光触媒製品中心

が→ 室内で効果のある光触媒（可視光型光触媒）の開発により用途は大きく拡がる

3
事業原簿 p.1

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

○光触媒技術は引き続き発展の流れを加速するべき成果
（第３期科学技術基本計画）

○現在我が国が先導しているが、欧米・アジア諸国の技術力○現在我が国が先導して るが、欧米 アジア諸国の技術力
向上、市場進出の活発化により、予断を許さない状況

＜高性能な可視光型光触媒の開発 ＞

光触媒の飛躍的な特性改善のために サイエンスに溯った技術開発を行

＜高性能な可視光型光触媒の開発！＞

光触媒の飛躍的な特性改善のために、サイエンスに溯った技術開発を行
う「学」、成果を実用化する「産」、技術開発支援を行う「官」とが一体となっ
た横通しの研究開発が必要

公共性の高い分野へ応用可能
（例）①医療機関や老人介護施設等での感染防止

②シックハウス症候群の原因物質であるVOCの分解②シックハウス症候群の原因物質であるVOCの分解

4NEDOが推進すべき事業
事業原簿 p.1



ナノテク・部材イノベーションプログラム

１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性 公開

プログラム目的：

ナノテク・部材イノベ ションプログラム

グラ 目的
情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、あらゆる分野に対して高度化ある
いは不連続な革新（ジャンプアップ）をもたらすナノテクノロジー及び革新的部材技術を
確立するとともに、その実用化や市場化を促進することで、我が国産業の国際競争力
の維持・強化や解決困難な社会的課題の克服等を可能とすることを目的とする。

プログラム目標：プ グラム目標：
・世界に先駆けて、ナノテクノロジーを活用した不連続な技術革新を実現する。
・我が国部材産業の強みを更に強化することで、他国の追随を許さない競争優
位を確保するとともに部材産業の付加価値の増大を図る位を確保するとともに部材産業の付加価値の増大を図る。
・ナノテクノロジーや高機能部材の革新を先導することで、これら部材を活用し
た情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど幅広い産業の付加価値
の増大を図るの増大を図る。
・希少金属などの資源制約の打破、圧倒的な省エネルギー社会の実現など、
解決困難な社会的課題の克服を目指す。

5
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１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性

ナノテク・部材イノベ ションプログラムでの位置付け

公開

ナノテク・部材イノベーションプログラムでの位置付け

6
事業原簿 p.1



１．事業の位置付け・必要性について （１）NEDOの事業としての妥当性

ナノテクノロジー・部材ロードマップでの位置付け

公開

ナノテクノロジ 部材ロ ドマップでの位置付け

[部材]医療・福祉／安全・安心分野－建築用部材－健康安全用部材、[部材]環境エネルギー分野
等－建築用部材－長寿命化用部材、[部材]環境エネルギー分野等－環境負荷低減部材－（光）
触媒に対応個所がある。

7
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光触媒関連市場の現状と将来見通し

１．事業の位置付け・必要性について （２）実施の効果 公開

市場規模
兆 億

光触媒関連市場の現状と将来見通し

2兆8000億
に拡大へ！

プロジェクト目標を
達成し、内装部材
など新市場を獲得

海外市場の拡大

など新市場を獲得

800

海外市場の拡大

500

600

700

販売高
（億円）

このままでは国内市場
は１０００億円 もっと伸

200

300

400

（億円） は１０００億円。もっと伸
ばせるはず！
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１．事業の位置付け・必要性について （２）実施の効果

本プロジェクト成果の実用化イメージ

公開

果 実

TiO2コーティング天井材

無害化
VOCｓ

菌 ウ ルス

TiO2コーティング天井材

無害化
VOCｓ

菌 ウ ルス

TiO2コーティング壁紙

TiO2コーティング窓

TiO2コーティング

カーテン

VOCｓ

菌・ウィルス

無害化

無害化 菌・ウィルス

TiO2コーティング壁紙

TiO2コーティング窓

TiO2コーティング

カーテン

VOCｓ

菌・ウィルス

無害化

無害化 菌・ウィルス

室内防汚建材

TiO2コーティング床材TiO2コーティング床材 医療機関・ 老人介護施設などで利用

室内防汚建材

室内VOC浄化

クリーニング店

浄化された
空気

クリーニング店

浄化された
空気

抗菌・抗ウィルス効果

可視光を利用する光触媒

ファン

VOCsを
トラップ

ファン

VOCsを
トラップ

掘削井戸

VOCs

VOCs

光触媒シート

掘削井戸

VOCs

VOCs

光触媒シート

光触媒フィルター

CO

UVランプ

PFCガス

9

光触媒シ ト光触媒シ ト

土壌処理 セルフクリーニング効果

CO2
H2O

PFCガス
（CF4、C3F8、
CHF3など）

PFC分解事業原簿 p.5

光触媒産業拡大のための課題

１．事業の位置付け・必要性について （３）事業の背景・目的・位置付け 公開

光触媒産業拡大のための課題

可視光感度10倍 室内用途拡大が期待できる
機能要因

可視光感度10倍 室内用途拡大が期待できる

紫外光感度２倍 産業用途拡大が期待できる

要コスト要因 作製プロセスの革新で、コーティングコスト高を解消

療 福祉分野を含む幅広 分野 展開市場要因 医療・福祉分野を含む幅広い分野への展開

きちんとした評価基準をつくり良い製品のみを市場
に供給

10
に供給
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２．研究開発マネジメントについて (1)研究開発目標の妥当性

研究開発項目（個別テーマ） 研究開発目標

公開

研究開発項目（個別テーマ） 研究開発目標

①光触媒共通サイエンスの構築
ラボレベルにおける活性度評価において現状と比較し
て紫外光活性2倍、可視光活性10倍の高感度化を達成
するする。

②光触媒基盤技術の研究開発
光触媒製品の低コスト・省エネルギー製造プロセスに適
した 光触媒粒子 コ ティング液 成膜方法等の基盤②光触媒基盤技術の研究開発 した、光触媒粒子、コーティング液、成膜方法等の基盤
技術を開発する。

③高感度 視光応答型光触媒利用 室内環境でも高い効果を発揮する高感度可視光応答③高感度可視光応答型光触媒利用
内装部材の開発

室内環境でも高い効果を発揮する高感度可視光応答
型光触媒材料を開発し、内装部材として製品化の目途
を得る。

④酸化チタンの新機能創出
撥水性酸化チタン、親水－撥水変換技術等を開発する
ことにより酸化チタンの新機能を創出する｡

⑤光触媒新産業分野開拓
VOCやPFC等の除去システム、土壌浄化システム等を
開発することにより、光触媒の新産業分野を開拓する。
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２．研究開発マネジメントについて (2)研究開発計画の妥当性

（テーマ別の予算配分比）

公開

（テ 別の予算配分比）
年度　　 Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度

　研究開発項目

（51%） （52%） （28%）
①光触媒共通サイエンスの構築

（51%） （52%） （28%）

（8%） （11%） （7%）
②光触媒基盤技術の研究開発

（12%） （11%） （8%）
③高感度可視光応答型光触媒利用内装
部材の開発

④酸化チタン新機能創出
（7%） （6%） （3%）

（7%） （6%） （43%）
⑤光触媒新産業分野開拓

④酸化チタン新機能創出

（12%） （11%） （9%）
人材育成事業

（ ） （ ） （ ）

（3%） （3%） （2%）
標準化事業

12予算（百万円）
974 897 1296 990

（予定）
1100
（予定）事業原簿 p.8



２．研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性 公開

NEDO プロジェクトリーダー：
東大 橋本 和仁 教授

標準化事業

東京大学先端科学技術研究センター 昭和タイタ ウム

素材開発グループ

東京大学先端科学技術研究センター 昭和タイタニウム

三井化学
共同研究

集中研究室

1．研究開発

2．人材育成事業（NEDO特別講座）
パナソニック電工

ＴＯＴＯ

環境浄化グループ

神奈川科学
技術アカデミー

共同実施

ＴＯＴＯ

三菱樹脂

日本板硝子

産業技術総合研究所

共同実施 三菱樹脂

積水樹脂技術研究所

ホクエイ

13
中部大学

盛和工業

ホクエイ

事業原簿 p.19

２．研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性

光触媒性能評価試験方法標準化のスケジュール

公開

発行済 審議中
標準化事
業実施中 実施予定

原案提出・

提出準備中

光触媒性能評価試験方法標準化のスケジュ ル

（原案提出予定）

ＩＳＯ（年）

可視光紫外光

ＪＩＳ（年度）ＩＳＯ（年）ＪＩＳ（年度）

発行済 審議中 業実施中 実施予定提出準備中

2009

2009

2009

200920082006悪臭物質・ホルムア
ルデヒド

200920062005VOC

200920032002NOx

空気浄化

2009以降

2009以降

2009以降2006
（ドイツより提案）

2005分解性（メチレンブ
ルー）

親水性（水接触角） 2009以降20052005セルフクリー
ニング

ルデヒド

2009以降

（ドイツより提案）ル ）

20082006抗かび

2009以降20052005抗菌抗菌

防かび

20062005 2008以降 2008以降放射照射計、
光源

共通項目

20062005水質浄化

14

光源



２．研究開発マネジメントについて (3)研究開発実施の事業体制の妥当性

＜運営管理＞

公開

集中研究室 設置場所：東京大学
期待する効果

＜運営管理＞

集中研究室
期待する効果：
①研究投資（経費と人材）の集中化
②他企業の商品への転用可能性拡大
③優れた技術の利用範囲の拡大

定例討論会 開催：２回／月

③優れた技術の利用範囲の拡大

定例討論会
参加者：PJ参画メンバー、NEDO等
機能：成果・問題点の共有化、実施者間交流の活発化等

技術推進
委員会

開催：２回／年
参加者：委員、各機関担当者、NEDO等
機能委員会 機能：
① 全体認識の統一とプロジェクトの方向性の指導
② 個々の事業の方向性指導、進捗確認
③ 成果確認とその進捗状況に応じた次年度予算配分 方針指導

15

③ 成果確認とその進捗状況に応じた次年度予算配分、方針指導

事業原簿 p.19

２．研究開発マネジメントについて (４)情勢変化等への対応等 公開

加速財源投入（2008年度）

◆可視光型光触媒の高感度化因子として、界面電荷移動と多電子還元反応が
有効であることを見出した

加速財源投入（2008年度）
→ 7,300万円

有効であることを見出した。

◆更に当該研究開発を加速すべく、多電子還元反応触媒の担持方法の検討
等を行うため、追加的に予算を投入し、各種機械装置を導入した。

補正予算投入（2009年度）

◆空気感染による感染症流行のリスクを削減するには空気浄化が重要。

補正予算投入（2009年度）
→ 5億円

◆光触媒のウィルス除去への有効性に関しては、実験室レベルでウィルスの不
活性化を確認している程度で、実空間での確認は不十分。

◆2009年度補正予算を投入し、実空間（新千歳空港）における光触媒を用いた
ウィルス対策の有効性について検証を始める。

16
事業原簿 p.20

ウィルス対策の有効性に いて検証を始める。



「循環社会構築型光触媒産業創成プロ
ジェクト」中間評価第１回分科会

資料６ー２

「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」

議 プ議題５ プロジェクトの概要 （公開）

5-2. 研究開発成果、実用化の見通しについて5 2. 研究開発成果、実用化の見通しについて

東京大学 橋本和仁 ＰＬ東京大学 橋本和仁 ＰＬ

平成２１年７月１４日（火）

1／28

公開光触媒産業拡大のための課題光触媒産業拡大のための課題

可視光感度10倍へ 室内用途拡大が期待できる
機能要因

可視光感度10倍へ

紫外光感度2倍へ

室内用途拡大が期待できる

産業用途拡大が期待できる

コスト要因 作製プロセスの革新で、コーティングコスト高を解消

医療 福祉分野を含む幅広い分野 の展開
市場要因

医療・福祉分野を含む幅広い分野への展開

正しい評価基準をつくり良い製品のみを市場に供給

2／28事業原簿 p.3



公開

拡 が れ 光触媒 連拡 が れ 光触媒 連 約 億約 億2030

新市場・新産業の創出／安心・安全、環境調和型社会の形成新市場・新産業の創出／安心・安全、環境調和型社会の形成

屋外・外装・窓・建材
室内・内装・建材
（ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ、病院、研究室）

環境清浄化システム

商
品
化

商
品
化

拡大が見込まれる光触媒関連市場拡大が見込まれる光触媒関連市場 約２兆８０００億円約２兆８０００億円2030
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会

上流
酸化チタンメ カ

中流
コーティング剤メーカー

H23
(2011)

上流
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ス
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感
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感
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料
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理
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野
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拓

分
野
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ネネス
ト
化

ス
ト
化

市
冷
却

市
冷
却

撥
水
撥
水

紫外光感度：２倍向上、可視光感度：１０倍向上紫外光感度：２倍向上、可視光感度：１０倍向上

会
構
築
型
光
触

会
構
築
型
光
触

酸化チタンメーカー上流
酸化チタンメーカー

光
材
料

光
材
料

親
水
変
換

親
水
変
換

液
浄
化

液
浄
化

資
源
回
収

資
源
回
収

②②光触媒共通基盤技術の研究開発光触媒共通基盤技術の研究開発
○○結晶面配向制御、結晶性向上、表面修飾など結晶面配向制御、結晶性向上、表面修飾など
○コーティング層表面ナノ構造制御など○コーティング層表面ナノ構造制御など

③③高感度光触媒材料の開発高感度光触媒材料の開発
触
媒
産
業
創

触
媒
産
業
創

①①光触媒共通サイエンスの構築光触媒共通サイエンスの構築
○○固体物理をベースとした材料設計固体物理をベースとした材料設計
○理論計算に基づく触媒機能設計○理論計算に基づく触媒機能設計

②②光触媒共通基盤技術の研究開発光触媒共通基盤技術の研究開発 ○コ ティング層表面ナノ構造制御など○コ ティング層表面ナノ構造制御など
○金属・アニオンの共ドープ、金属錯体の担持など○金属・アニオンの共ドープ、金属錯体の担持など

創
成
プ
ロ
ジ
ェ

創
成
プ
ロ
ジ
ェ
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東大先端研を集中研究室とし高度研究開発を産官学協同東大先端研を集中研究室とし高度研究開発を産官学協同
大学（研究者・大学（研究者・PDPD・院生）企業（研究者）の垣根を越えた交流・院生）企業（研究者）の垣根を越えた交流

ク
ト
ク
ト

H19
(2007)

公開科学的発見の経済・社会的価値への転換のために科学的発見の経済・社会的価値への転換のために

基礎・応用研究の繰り返し マ
ー経済的価値の創造

基礎研究 応用研究

ケ
ッ
テ
ィ基礎研究 応用研究 ィ
ン
グ

研 究
基礎 マーケッティング応用 製造プロセス

インタラクシ ンの場
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インタラクションの場



公開プロジェクトの開発目標と達成状況プロジェクトの開発目標と達成状況
検討項目 中間目標ならびに最終目標 達成状況

①光触媒共通サイ
エンスの構築

中間目標

・高機能光触媒材料の設計指針の確立

・高活性可視光応答型光触媒材料の創製を達成
（Cu2+/WO3，CuO/WO3，Pd/WO3など）、構築 高機能光触媒材料の設計指針の確立

・活性向上に向けた構造制御の原理の完成

・評価方法の確立

・知的財産の有効利用に関する指針作成

（C / 3，C / 3， / 3など）、
Cu2+/WO3は、集中研の標準サンプル

・表面構造制御された高活性なアナタース型酸
化チタン・高純度ブルッカイト型酸化チタンの創
製を達成

最終目標

･可視光感度 １０倍

･紫外光感度 ２倍

製を達成

・可視光応答型光触媒の性能評価方法（ガス分
解）を確立、紫外光下での抗ウィルス性能の評
価方法の確立と抗ウィルス性能を確認

知的財産管理指針を作成し 実施・知的財産管理指針を作成し、実施

②光触媒基盤技術
の研究開発

最終目標

･高感度光触媒・そのコーティング液ならびに
その成膜の低コスト･大量合成技術の開発

・ 可視光応答型光触媒Cu2+/WO3を標準サンプ

ルとして作製

・表面構造制御された高感度光触媒をパイロットその成膜の低コスト 大量合成技術の開発 表面構造制御された高感度光触媒をパイロット
プラントで合成

・Cu2+/WO3のコーティング液・薄膜化を最適化中

③高感度可視光応 最終目標 ・ 従来光触媒で室内環境中でのVOC浄化の評
答型光触媒利用内
装部材の開発

・高感度可視光応答型光触媒の内装部材へ
の製品化

･VOC処理･抗ウィルスの室内環境での評価
方法の確立

価方法確立とその浄化レベルの確認を実証住宅
にて試験中
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方法の確立

･実証実験による浄化レベルの把握

公開プロジェクトの開発目標と達成状況プロジェクトの開発目標と達成状況
検討項目 中間目標ならびに最終目標 達成状況

④酸化チタンの新
機能創出

最終目標
機能創出 ・撥水性酸化チタン膜の技術の確立

・強磁性等の酸化チタンの新しい物性の探索

・無機超滑水性材料の創製に成功

・電子材料向け新規酸化チタンの合成に成功

⑤光触媒新産業分 最終目標⑤光触媒新産業分
野開拓

最終目標

・VOC（工業用途）の除去システムの構築と
効果の検証

・VOC汚染土壌の浄化システムの構築と効

・光触媒空気清浄機での実証実験現場にてVOC
除去効果を確認中

・光触媒シートを用いたシステムにて、実際の土C汚染 壌の浄化シ テ の構築と効
果の確認

光触媒シ トを用 たシ テ にて、実際の
壌汚染現場で地下VOC濃度変化により除去効
果を確認中

6／28



公開研究開発の成果のトピックス研究開発の成果のトピックス

１．高活性可視光応答型光触媒材料の創製

Cu2+/WO3，CuO/WO3，Pd/WO3

Cu2+/WO3

/ 3， / 3， / 3

Cu2+/TiO2，Fe3+/TiO2

２ 可視光応答型超親水化薄膜の創製 λ<500nm λ<650nm
２．可視光応答型超親水化薄膜の創製

CaFe2O4/In2O3/WO3
CaFe2O4

WO3

ITO

λ<500nm λ<650nm

３．高感度紫外光応答型光触媒材料の創製

十面体形状酸化チタン

CaFe2O4
Substrate

４．抗ウィルス性評価方法の確立と効果の検証

５．新機能：超滑水機能材料、電子材料向け酸化チタン
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６．新分野：業務用（工業用途)VOC・脱臭、土壌浄化

公開可視光高感度光触媒の設計指針可視光高感度光触媒の設計指針

酸化チタン光触媒の吸光度特性

光触媒反応のはやさ（活性）：

光強度 × 吸光度 × 反応効率窒素ドープ型光触媒 光強度 × 吸光度 × 反応効率

一定一定
太陽光

度 度

窒素ドープ型光触媒

増大増大 向上向上

サイエンスに遡り基礎サイエンスに遡り基礎

吸
光

度

光
強

度

吸光度特性の向上

サイエンスに遡り基礎サイエンスに遡り基礎
からチャレンジからチャレンジ

酸化チタン

300 400 500 600 700 800 900

蛍光灯（×10）
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300 400 500 600 700 800 900

波長/ nm



公開１．可視光応答型新規光触媒材料の創製１．可視光応答型新規光触媒材料の創製

１．１．1 1 界面電荷移動吸収界面電荷移動吸収(IFCT)(IFCT)の利用の利用

Hush et.al., Electrochim. Acta, 1968, 13, 1005

Sutin et. al. JPC, 2005, 109, 10251 JPC, 2006, 110, 25181

Hush et.al., Electrochim. Acta, 1968, 13, 1005

窒素ドープ型 界面電荷移動(IFCT)

C. B.
e

O2

窒素ド プ型 界面電荷移動(IFCT)

C. B.Mn+/M(n-1)+

O2
－･

Vi ibl li ht

e
O2

M /M

Visible light

TiO2

Visible light

TiO2

Oxidation Oxidation

+
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V. B. V. B.+

事業原簿 p.34

公開

1 21 2 酸素多電子還元触媒の利用酸素多電子還元触媒の利用

１．可視光応答型新規光触媒材料の創製１．可視光応答型新規光触媒材料の創製

生体触媒（酵素）から着想 CuII、FeIIIナノクラ
スタ の利用

1.21.2 酸素多電子還元触媒の利用酸素多電子還元触媒の利用

O2+2H+ or 4H+

スターの利用

O C H

OHCu

Cu OHO

O Cu OH

OHType2

O
Cu OH

OH

OH

Cu
OH H2O2 

or H2O

Type1

TiO2
OH

O Cu

OH

O
OH

OH

10／28

Solomon et. al Acc. Chem. Res. 2007, 40, 445–452

Type3 OH OH

事業原簿 p.34



公開酸化チタン酸化チタン/Cu/CuIIIIの可視光吸収と光触媒活性の可視光吸収と光触媒活性

可視・紫外領域光吸収（拡散反射）可視・紫外領域光吸収（拡散反射） イソプロパノールの光触媒分解イソプロパノールの光触媒分解

100
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n
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 /
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2
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2

/
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o
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40
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n

CuCl2/TiO2

V.B. 酸
化
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0.4

e /μ
m

o
l 

1C
O

2
/

可視光照射

200 300 400 500 600 700
0

201
 -

800

CuCl2/TiO2 

CuBr2/TiO2 TiO2 

(rutile)

-20 0 20 40 60 80 100 120
0

0.2

0

CuX2: 0 1 wt%

200 300 400 500 600 700

波長/nm

800 20 0 20 40 60 80 100 120

時間/ h

CH3-CHOH-CH3 CH3-CO-CH3 3CO2
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CuX2: 0.1 wt% 

量子効率＝8.8％ ⇒ 15 %(現在)

CH3 CHOH CH3 CH3 CO CH3 3CO2

TiO2-FeIII 量子効率 = 22%事業原簿 p.35

公開半導体のエネルギー構造と酸素の還元半導体のエネルギー構造と酸素の還元

e-CB
-0.046 V

HO2
e-

0.0 VO2

e
CuII/CuI0.15 Ve-CB

TiO
0.69 V

O2

H2O2
2e-

TiO2
Eg = 3.2 eV

1 23 V

O2

H2O
WO3

Eg = 2.6 ~ 2.8 eV
1.23 V

O2
4e-

2

VB
3.0 V
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h+VB
vs. SHE at pH = 0h+VB



公開酸化タングステン酸化タングステン/Cu/CuIIIIの可視光吸収と光触媒活性の可視光吸収と光触媒活性

可視・紫外領域光吸収（拡散反射） イソプロパノールの光触媒分解

100

可視 紫外領域光吸収（拡散反射） イソプ パノ ルの光触媒分解

c
e
 
/
 
%

60

80
O2

C.B.
-

Cu-WO3

e
f
l
e
c
t
a
n

40

60

V.B. 酸

Cu-TiO2

1
 
-

r
e

20

化+

TiO2-xNx

200 300 400 500 600 700 800
0
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波長/nm

量子効率＝17％
事業原簿 p.35

公開パイロット生産品パイロット生産品CuCu修飾触媒の光触媒活性修飾触媒の光触媒活性（昭和タイタニウム社製）（昭和タイタニウム社製）

1200

800

1000

1200

量
 /

 p
pm Cu/WO3

アセトアルデヒド全量分解ライン
測定条件

･500mL ガラス製チャンバー

400

600

酸
化

炭
素

発
生

量

NドープTiO2

当社調製品

Cu/TiO2

Light On ・触媒量: 0.3g、
受光面積： 約5.7cm2

･光源：キセノン光＋Y-44フィルター、
100 000 lux

0

200

二
酸 100,000 lux

・初期アセトアルデヒド濃度: 500ppm、
相対湿度: 50% at 25℃

1010倍以上の可視光活性達成倍以上の可視光活性達成
HP-CW091

50 710

0 10 20 30 40 50

時間 / h

HP-N08（NドープTiO2）

50 770

TiO2-xNx Cu-WO3

1010倍以上の可視光活性達成倍以上の可視光活性達成
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0 20 40 60 80 100

照射時間（hr）

0 20 40 60 80 100

照射時間（hr）

事業原簿 p.41



公開今後の課題今後の課題

１．薄膜化

２ 吸着剤（助触媒)との複合化２．吸着剤（助触媒)との複合化

３．酸化チタン系での高感度化
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公開1. 1. 可視光による超親水化薄膜（可視光による超親水化薄膜（AISTAIST、宮内、宮内GG））

e-
e-

2.3 eVCaFe2O4
WO3

λ<500nm λ<650nm

2.8 eVWO3

h+

2 4

ITOSubstrate

CaFe2O4

（CFO）

ITO

h+

オレイン酸で
清浄時

オレイン酸で
汚染後
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NNドープ酸化チタンでは困難だった可視光での超親水化に成功ドープ酸化チタンでは困難だった可視光での超親水化に成功NNドープ酸化チタンでは困難だった可視光での超親水化に成功ドープ酸化チタンでは困難だった可視光での超親水化に成功

事業原簿 p.36



公開2. 2. 紫外光紫外光高活性光触媒開発高活性光触媒開発（大谷・昭和タイタニウム）（大谷・昭和タイタニウム）

● 十面体形状酸化チタン・八面体形状酸化チタン

［バルク/バンドギャップ励起］アナタース結晶の形態制御

〈成果〉気相合成 水熱合成により特定の格子面のみ露出した粒子を調製〈成果〉気相合成・水熱合成により特定の格子面のみ露出した粒子を調製
〈課題〉さらなる微粒子化＝大表面積化

600

アセトアルデヒドの減少（点線）と、CO2発生量×1/2（実線）

400

pm
)

200濃
度

 (
p
p

0

-2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9
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時間(h)

十面体は市販品（P25）の約2倍の活性
事業原簿 p.42

公開33．抗ウイルス性評価方法の確立と効果の検証．抗ウイルス性評価方法の確立と効果の検証(KAST(KAST・窪田・窪田G)G)

酸化チタン薄膜M    1   2   M

タンパク質泳動像

ＵＶ照射条件： 0.1mW/cm21：0.1mW/cm2 0h 

→ 201μg/ml
PB1
PB2

0 01％

0.1％2：0.1mW/cm2 6h 

→  98μg/ml

PA
HA

NP
NA

アルブミン

0.01％

0％

NA

MM
NS

光触媒はウイルスの不活性化光触媒はウイルスの不活性化
に極めて有効に極めて有効

18／28事業原簿 p.38



公開

吸着は グ ( )が関与

インフルエンザウィルスの不活化インフルエンザウィルスの不活化
吸着はヘマグルチニン(HA)が関与

ウィルス増殖
のしくみ

宿主
(細胞）

ヘマグルチニン(HA)
ノイラミニダーゼ

(NA)

放出はノイラミニダーゼ(NA)が関与

(細胞）

活性種

TiO2

UV

(NA)

１本鎖RNA UV
エンベロープ
（脂質２重層）

本鎖
（８本）

すぐ外側にある成分（HA NAなど)を分解インフルエンザウィルス
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すぐ外側にある成分（HA,NAなど)を分解

有機物分解による不活化であるため、変異が起きやすく多種
多様となるウィルスに対しても、確実な不活化効果が得られる

インフルエンザウィルス

公開バクテリオファージを用いた抗ウイルス効果バクテリオファージを用いた抗ウイルス効果

●ウイルスの取り扱いは困難（危険)
●人体に感染しないＱbバクテリオファージでも同様の効果を確認 ⇒ 評価法として有用体 感染 クテリ ァ 様 効果を確認 評価法 有用
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Time (hrs) Time
紫外線照射時間による抗バクテリオファージ効果 定量的PCRによる抗バクテリオファージ効果の検出

事業原簿 p.38



公開４．新機能酸化チタン：超滑水材料、電子材料４．新機能酸化チタン：超滑水材料、電子材料

滑水材料(渡部） Λ-Ti3O5コーンフレーク型微粒子(大越）

水切れのよい表面 水滴
L相

圧力，光

相

電気物性
磁気物性

酸化チタン
圧力誘起相転移

b相

室温

磁気物性
光学物性

酸化チタン
コート基材

圧力誘起相転移

光誘起相転移

光

b相

L相 室温光
光

21／28事業原簿 p.68 -69

公開5.5.新分野開拓新分野開拓：：(1)(1) VOCVOC汚染土壌浄化汚染土壌浄化

初期調査吸引

76vppm
70vppm

吸
引 200vppm

70vppm

95vppm 25vppm

操業中のクリーニング店(港区)

48vppm

吸引開始
330日目吸引

６連型吸着装置

吸

30vppm58vppm
６連型吸着装置

シート: 0.5m×1m、
ファンで吸引

触
吸
引

40vppm
20vppm 5vppm

200vppm

光触媒シート ４本
活性炭シート ２本
光触媒シートは
太陽光照射で再生

22／28

200vppm太陽光照射で再生、
繰り返し使用

事業原簿 p.74



公開5.5.新分野開拓新分野開拓：：(2)(2)ウイルス感染のリスク低減法ウイルス感染のリスク低減法

TiO2コーティング天井材

VOC 無害化
VOCｓ

菌・ウィルス

TiO2コーティング天井材

VOC 無害化
VOCｓ

菌・ウィルス

バクテリオファージを用いた抗
ウイルス効果検証方法の確立

TiO2コーティング壁紙

TiO2コーティング窓

TiO2コーティング

カーテン

VOCｓ

菌・ウィルス

無害化

無害化 菌・ウィルス

TiO2コーティング壁紙

TiO2コーティング窓

TiO2コーティング

カーテン

VOCｓ

菌・ウィルス

無害化

無害化 菌・ウィルス

空気清浄機

ファージを回収 感染
E.coli

TiO2コーティング床材TiO2コーティング床材

室内生活空間

空気清浄機

室内生活空間

寒天培地

培養 (37ºC)

空気清浄機

培養 ( )

空気清浄機
プラーク形成
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プラーク数のカウント
→不活化率算出

公開成果の発表成果の発表(2007(2007～～20092009年度年度))

合 計
2009年度
（2009 6まで）

2008年度 2007年度
（2009.6まで）

原著論文

（査読あり）
３０件 ３件 １５件 １２件

（査読あり）

総 説 ２７件 ９件 １１件 ７件

口頭発表

（国際会議）
４２件 １件 ３８件 ３件

（国際会議）

口頭発表

（国内会議）
８５件 ３件 ５１件 ３１件

（国内会議）

特許等 １９件 ０件 １３件 ６件
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マスコミ、展示会等 ３１件 ４件 ２７件 ０件

事業原簿 p.22



公開実用化までの課題と対応策実用化までの課題と対応策
検討項目 最終目標 課題 コメント（実用化に向けた今後の方策等）

①光触媒共通サ
イエンスの構築

･可視光感度

１０倍

・可視光応答型光触媒の薄膜化

吸着剤（助触媒）との複合化

・可視光応答型光触媒のコーティング液
の最適化と作製イエンスの構築 １０倍

･紫外光感度

２倍

・吸着剤（助触媒）との複合化

・酸化チタン系での高感度化

の最適化と作製

・可視光応答型光触媒の吸着性能を向
上させるために種々の吸着剤（ゼオライ
トなど）との複合化を検討

・酸化チタンベースで高活性な可視光応
答材料（ Cu2+/TiO2，Fe3+/TiO2 など）の
創製

②光触媒基盤技 ･高感度光触媒・そ ・ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄから大量生産へ ・大量生産のためのプロセスの最適化②光触媒基盤技
術の研究開発

高感度光触媒 そ
のコーティング液･
成膜の低コスト･大
量合成技術の開発

ﾊ ｲﾛｯﾄﾌ ﾗﾝﾄから大量生産へ

・粉末での光触媒活性を維持し
たままのコーティング液の作製と
成膜化

成膜プロセスの確立

大量生産のためのプロセスの最適化

・コーティング液、成膜条件（膜厚・焼成
温度など）の最適化が進行中

・安定で高耐久性のWO3膜の成膜、Cu担
持方法の確立・成膜プロセスの確立 持方法の確立

③高感度可視光
応答型光触媒利
用内装部材の開

・高感度可視光応
答型光触媒の内装
部材への製品化

・耐久性のある薄膜での製品化

・実生活空間での効果の検証を
行い その評価方法から標準化

・各社の内装材などの製品へコーティン
グを試作し、実証実験住宅などでその効
果･耐久性を検証用内装部材の開

発
部 製

･VOC処理･抗ウィ
ルスの室内環境で
の評価方法の確立

実証実験による浄

行い、その評価方法から標準化
を行う

果 検証

・VOC処理については、実証住宅にて評
価、抗ウィルス効果については、エアロ
ゾルとしてのウィルスに対して実験室で
効果を検証 ならびに空港での実証実験

25／28

･実証実験による浄
化レベルの把握

効果を検証、ならびに空港での実証実験
と合わせて検証

事業原簿 p.75

公開実用化までの課題と対応策実用化までの課題と対応策
検討項目 最終目標 課題 コメント（実用化に向けた今後の方策等）

④酸化チタンの
新機能創出

・撥水性酸化チタン膜
の技術の確立

・どちらも適用製品を検討し、
実用化へのインキュベ

・無機滑水性コーティング膜の企業による
試作とその効果の検証新機能創出 の技術の確立

・強磁性等の酸化チタ
ンの新しい物性の探索

実用化へのインキュベー
ションが必要

試作とその効果の検証

・実用化に向けた光記録ディスクの作製
と性能評価

⑤光触媒新産業 ・VOC（工業用途）の除 ・どちらも実証実験の結果 ・省電力（LED）・低コストを達成し、製品化⑤光触媒新産業
分野開拓

OC（ 業用途）の除
去システムの構築と効
果の検証

・VOC汚染土壌の浄化
システムの構築と効果

どちらも実証実験の結果
から、システムの適用範囲
を確認し、それに向けたシ
ステムの完成

省電力（ ） 低 トを達成し、製品化
の目途をたてる

・実証実験により効果を確認し、土壌浄化
システムとして適用箇所などを検討する

システムの構築と効果
の確認

26／28事業原簿 p.75



公開事業化の見通しについて事業化の見通しについて

コーティング液・コーティングプロセスの最適化

昭和タイタニウム、日本板硝子などで進行

高活性･可視光光触媒 各社の製品（内装材・外装材など）へのコーティング
各社で試作が進行昭和タイタニウム

TiO2コーティング窓

TiO2コーティング天井材

VOCｓ

菌・ウィルス

無害化
VOCｓ

菌・ウィルス

TiO2コーティング窓

TiO2コーティング天井材

VOCｓ

菌・ウィルス

無害化
VOCｓ

菌・ウィルス

実証住宅や現場での効果の実証実験

一部、実証住宅にて検証実験実施(計画）中

TiO2コーティング壁紙

2

TiO2コーティング

カーテン

無害化

TiO2コーティング壁紙

2

TiO2コーティング

カーテン

無害化

空気清浄機 菌・ウィルス、VOCｓ
などによるリスクの低減 室内防汚建材

（パナソニ ク電工）
TiO2コーティング床材TiO2コーティング床材

室内生活空間

(盛和工業）
（パナソニック電工）
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公共施設（空港等）空気清浄機

公開実証住宅実証住宅 62m62m22(18.8(18.8坪坪))

キッチン ２つ

トイレ ２つ

洗面台 ２つ
VOCs低減と屋内防汚効果を実証実験VOCs低減と屋内防汚効果を実証実験

窓ガラス

洗面台

【例】
VOCｓ低減効果実証実験
•照明：あり／なし

VOCs低減と屋内防汚効果を実証実験VOCs低減と屋内防汚効果を実証実験

浴室 ２つ

窓ガラス
から入る
光の利用

•可視光型光触媒コーティ
ングサンプル壁面施工：
なし／１面／全面

•空気捕集
↓

関連記事掲載
2009/3/20
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浴室 ２つ ↓
ガス濃度分析

↓
光触媒効果の検証

2009/3/20
日本経済新聞



「循環社会構築型光触媒産業創成プロ
ジェクト」中間評価第１回分科会

資料７－１

「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」

議題６ プロジェクトの詳細

6-1. 光触媒共通サイエンスの構築（集中研)

東京大学 橋本和仁 ＰＬ

平成２１年７月１４日（火）

1／27

公開

2030

新市場・新産業の創出／安心・安全、環境調和型社会の形成新市場・新産業の創出／安心・安全、環境調和型社会の形成

屋外・外装・窓・建材 室内・内装・建材
（ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ、病院、研究室）

環境清浄化システム

商
品
化

商
品
化

拡大が見込まれる光触媒関連市場拡大が見込まれる光触媒関連市場 約２兆８０００億円約２兆８０００億円
2030

H27
(2015)

下流
内装材メーカー

下流
外装材メーカー

下 流
浄化装置メーカー

H23

・
抗
ウ

・
抗
ウ

・
高
感

・
高
感

・
超
撥

・
超
撥

・
新
機

・
新
機

・
耐
久

・
耐
久

・
Ｖ
Ｏ
Ｃ

・
Ｖ
Ｏ
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・
水
処

・
水
処
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複
合

・
複
合

・
土
壌

・
土
壌

・
Ｐ
Ｆ
Ｃ

・
Ｐ
Ｆ
Ｃ

・
Ｖ
Ｏ
Ｃ

・
Ｖ
Ｏ
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新
分

・
新
分

・
省
エ
ネ

・
省
エ
ネ

・
低
コ
ス

・
低
コ
ス

・
都
市

・
都
市

・
超
撥

・
超
撥

循
環
社
会

循
環
社
会

上流
酸化チタンメーカー

中流
コーティング剤メーカー

H23
(2011)

上流

ウ
ィ
ル
ス

ウ
ィ
ル
ス

感
度
可
視
光
材

感
度
可
視
光
材

撥
水
／
超
親
水

撥
水
／
超
親
水

機
能
材
料

機
能
材
料

久
性
向
上

久
性
向
上

Ｃ
低
減

Ｃ
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処
理
／
廃
液
浄

処
理
／
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液
浄

合
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理
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処
理

壌
浄
化

壌
浄
化

Ｃ
処
理
／
資

Ｃ
処
理
／
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Ｃ
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減

Ｃ
低
減

分
野
開
拓

分
野
開
拓

ネネス
ト
化

ス
ト
化

市
冷
却

市
冷
却

撥
水
撥
水

紫外光感度：２倍向上、可視光感度：１０倍向上紫外光感度：２倍向上、可視光感度：１０倍向上

会
構
築
型
光
触

会
構
築
型
光
触

酸化チタンメ カ上流
酸化チタンメーカー

材
料
材
料

水
変
換

水
変
換

浄
化
浄
化

資
源
回
収

資
源
回
収

②②光触媒共通基盤技術の研究開発光触媒共通基盤技術の研究開発
○○結晶面配向制御、結晶性向上、表面修飾など結晶面配向制御、結晶性向上、表面修飾など
○コーティング層表面ナノ構造制御など○コーティング層表面ナノ構造制御など

③③高感度光触媒材料の開発高感度光触媒材料の開発
触
媒
産
業
創

触
媒
産
業
創

東大先端研を集中研究室とし高度研究開発を産官学協同東大先端研を集中研究室とし高度研究開発を産官学協同

①①光触媒共通サイエンスの構築光触媒共通サイエンスの構築
○○固体物理をベースとした材料設計固体物理をベースとした材料設計
○理論計算に基づく触媒機能設計○理論計算に基づく触媒機能設計

②②光触媒共通基盤技術の研究開発光触媒共通基盤技術の研究開発
○金属・アニオンの共ドープ、金属錯体の担持など○金属・アニオンの共ドープ、金属錯体の担持など

創
成
プ
ロ
ジ
ェ

創
成
プ
ロ
ジ
ェ

2／27

東大先端研を集中研究室とし高度研究開発を産官学協同東大先端研を集中研究室とし高度研究開発を産官学協同
大学（研究者・大学（研究者・PDPD・院生）企業（研究者）の垣根を越えた交流・院生）企業（研究者）の垣根を越えた交流

ク
ト
ク
ト

H19
(2007)



公開

中 標中 標

プロジェクトの目標プロジェクトの目標

中間目標中間目標
平成２１年度までに、紫外光活性ならびに可視光活性の飛躍的な向上に向けて、

（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光触媒材料の複
合元素組成に関する設計仕様を確立する。

（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学・企業間が保有する知的財産の（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学 企業間が保有する知的財産の
有効利用に関する指針作成を行う。

最終目標最終目標最終目標最終目標
平成２３年度に、ラボレベルにおける活性度評価において現状と
比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０倍の高感度化を達成し、

3／27

較 紫外光活性 倍、 視光活性 倍 高 度 を 成 、
光触媒共通サイエンスを完成させる。

事業原簿 p.7

公開中間目標中間目標

（ ） 強度 性 論 算 高機能（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光
触媒材料の複合元素組成に関する設計仕様を確立する。

（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

（ ） 光触媒 究開発 特有な複数 大学 企業間が保有する（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学・企業間が保有する
知的財産の有効利用に関する指針作成を行う。
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公開可視光応答光触媒の創製可視光応答光触媒の創製

中間目標（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光触媒

材料の複合元素組成に関する設計仕様を確立する。

種々の可視光応答型新規光触媒材料が創製できた種々の可視光応答型新規光触媒材料が創製できた

Cu2+/WO3，CuO/WO3，Pd/WO3
Cu2+/TiO Fe3+/TiOCu2+/TiO2，Fe3+/TiO2，

Cu2+/WO3○ Cu2+/WO3を可視光型光触媒の標準サンプルとして

集中研･助成企業に配布

可視光活性10倍を達成！可視光活性10倍を達成！

○ 従来の可視光光触媒の１０倍の活性を示した
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可視光活性10倍を達成！可視光活性10倍を達成！

公開酸化チタン系での高感度可視光光触媒に向けて酸化チタン系での高感度可視光光触媒に向けて

可視・紫外領域光吸収（拡散反射）可視・紫外領域光吸収（拡散反射） 光吸収過程と反応プロセス光吸収過程と反応プロセス

C.B.

100

可視 紫外領域光吸収（拡散反射）可視 紫外領域光吸収（拡散反射）

C.B.

光吸収過程と反応プ セス光吸収過程と反応プ セス

-

/
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le
ct

a
n
ce

 

40

60

Cu-TiO2

V B V.B.

+1
 -

re
f

20

V.B.

＋

200 300 400 500 600 700 800
0

Cu2+-TiO2 Cu2+-WO3
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公開酸化チタン系での高感度可視光光触媒に向けて酸化チタン系での高感度可視光光触媒に向けて

TiO2 のバンド設計 ⇒ 理論計算
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TiO2 のバンド設計 ⇒ 理論計算

公開酸化チタンの結晶性向上による高感度化酸化チタンの結晶性向上による高感度化

ＸＲＤ分析ＸＲＤ分析 表面積

samples m2/g
the ratio of intensity: 
I(950oC)/I(R,15nm) = 3.4
I(500oC)/I(R 15nm) = 1 37/ a

.u
.

TiO2 (R,15nm) 95.4

TiO2 (R,15nm)+500oC 3h 46.1

I(500oC)/I(R,15nm) = 1.37

in
te

ns
ity

 /

950oC 3h

TiO2 (R,15nm) + 950oC 3h 3.7

R
el

at
iv

e 

500oC 3h

TiO
2
 

10 20 30 40 50 60 70

2θ

After annealing, 
1) the crystallinity increases, 
2) while the specific surface area decreases significantly
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2) while the specific surface area decreases significantly



公開酸化チタンの結晶性向上による高感度化酸化チタンの結晶性向上による高感度化

18

イソプロパノールの光触媒分解イソプロパノールの光触媒分解

15

18

K 0 23l

 CO
2

 acetone
IPA

O2C.B.

9

12
visible 
light on

K = 0.23

N = 1.07*1015

QE = 21 9%
μm

ol IPA
H2O2 

/ H2O

C.B.

Fe3+

6

9 light on QE = 21.9%
on

c.
 / 

酸化

TiO2

0

3coV.B.
酸化

0 40 80 120 160 200
0

Irradiation time / h
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0.05 wt%Fe3+-TiO2 (950oC)

公開中間目標中間目標

（ ） 強度 性 論 算 高機能（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光
触媒材料の複合元素組成に関する設計仕様を確立する。

（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

（ ） 光触媒 究開発 特有な複数 大学 企業間が保有する（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学・企業間が保有する
知的財産の有効利用に関する指針作成を行う。
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公開紫外光型高感度光触媒の創製紫外光型高感度光触媒の創製

中間目標（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

種々の構造をもつ酸化チタンベース光触媒材料の創製
十面体形状酸化チタン 八面体形状酸化チタン十面体形状酸化チタン・八面体形状酸化チタン

酸化チタンナノワイヤ・ナノチューブ など

50nm100nm
ナノワイヤ ナノチューブ十面体形状酸化チタン 高純度ブルッカイトナノ結晶

○ 十面体形状酸化チタンはパイロットプラント（昭和タイタニウム）へ
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紫外光型の活性向上を達成紫外光型の活性向上を達成
事業原簿 p.37

公開酸化チタンの伝導帯を下げる酸化チタンの伝導帯を下げるVV5+5+ , Ga, Gaドープドープ

第一原理計算 吸収スペクトル

Ti0.875V0.0625Ga0.0625O2
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 V
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0.9925
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O
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G O

第 原理計算 吸収スペクトル
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DOS / a.u.DOS / a.u. しかし活性は全く出ない !!!



公開気相法気相法VVドーピングドーピングTiOTiO22の物性と光触媒活性の物性と光触媒活性

700

800

900

FP-6

VドープTiO2

Xeランプ　0.2mW/cm2（全光）

触媒量.: 0.01g

湿度: 50%

○：二酸化炭素

□：アセトアルデヒド

80

100

可視光吸収帯の発現！

400

500

600

ガ
ス

濃
度

 /
 p

pm

Vド プTiO2

Light on

40

60

1
0
0
-反

射
率

 /
 %

ルチル型　G1

100

200

300

ガ

20
VドープTiO2

0

0 2 4 6 8 10

Time / h

0

300 350 400 450 500 550 600

Wavelenth / nm

600

Xeランプ　100,000Lux(L42）

触媒量 : 0 3g ○：二酸化炭素Li ht

300

400

500

度
 /

 p
pm

触媒量.: 0.3g

湿度: 50%

○：二酸化炭素

□：アセトアルデヒド
Light on

TiO2：Vドープの光触媒活性

全光照射下

100

200

300

ガ
ス

濃
度

FP-6

VドープTiO2可視光照射下

最高クラスの活性を持つFP-6と同等の
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0

0 2 4 6 8 10

Time / h

最高クラスの活性を持 FP 6と同等の
紫外光活性に加え、可視光応答性！

公開中間目標中間目標

（ ） 強度 性 論 算 高機能（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光
触媒材料の複合元素組成に関する設計仕様を確立する。

（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

（ ） 光触媒 究開発 特有な複数 大学 企業間が保有する（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学・企業間が保有する
知的財産の有効利用に関する指針作成を行う。
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公開酸化分解活性の評価酸化分解活性の評価

● ＪＩＳ規格、光触媒標準化委員会のプロトコルに準拠した

評価方法を基準とする

TiO2

「FP-6」

中間目標（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

● 決定事項

１．標準光触媒（昭和タイタニウム㈱製）

評価方法を基準とする

標準光 ㈱製

・紫外光応答型

酸化チタン「ＦＰ-6」

視 答

ＮドープTiO2

「ＨＰ-Ｎ08」
・可視光応答型

窒素ドープ酸化チタン「ＨＰ-Ｎ08」

銅イオン担持酸化タングステン「ＨＰ-ＣＷ０91」銅イオン担持酸化タングステン ＨＰ ＣＷ０91」

２．反応ガス ： アセトアルデヒド（ＣＯ２をモニターする）

トルエン（任意） Cu2+/WO3

「ＨＰ-ＣＷ091」
３．湿度 ： 50％目安

４．照度計 ： トプコン社製「ＩＭ-5」

５ フィルター ： Ｙ-44（各自光量計でノーマライズしたもの）

「ＨＰ ＣＷ091」
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５．フィルタ ： Ｙ 44（各自光量計でノ マライズしたもの）

６．光触媒標準化委員会と協力して情報交換をすすめる

公開活性評価方法の例：バッチ式酸化分解活性評価方法の例：バッチ式酸化分解

● 反応ガス（アセトアルデヒド）の推奨調整方法

市販のアセトアルデヒド（冷蔵保存）数ミリリットルを試験管部に入れ、キャップ

をして、液体窒素で凍結させる。そのまま真空ポンプで吸引し、バルブを閉じて

から室温に戻して融解させる の操作を 回くりかえす 気相部分は

25m

から室温に戻して融解させる。この操作を2～3回くりかえす。気相部分は100%

アセトアルデヒドであるので、これをシリンジで一定体積採取する。

● 粉末資料のCO2を除去するために、プレ照射を充分行う。

● 反応ガスとCO をガスクロマトグラフで分析する

光源 (Xe lamp)

タ

15

20

y 
/ u

W
/c

m2 .n
m● 反応ガスとCO2をガスクロマトグラフで分析する。

フィルター
紫外光 （300～400 nm）

UV-D36B 
可視光 （400(420)～530 nm）

反応ガス 300 ppm
5

10

Li
gh

t i
nt

en
si

ty

粉末試料
反応容器

(500 L)

B-47, C-40C, L-42(Y-44)

1 mL採取
GCへ

300 400 500 6000L

Wavelength / nm

粉末試料

(300mg)
(500mL)

28 mmφ
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公開抗ウイルス性能評価方法の確立抗ウイルス性能評価方法の確立

＜概要＞

［方法］ 光触媒抗菌評価JIS試験法に準ずる

ウィルス感染価にて評価ウィルス感染価にて評価

MDCK細胞（インフルエンザ）・大腸菌（Qβファージ）

への細胞変性能を測定

ウィルス種 ：インフルエンザウィルス

：Qβファージ （集中研）：Qβファ ジ （集中研）

［材料］ 光触媒ガラス： T1, T3, T5 （膜厚が異なる）

ガラ 板（ ト ）ガラス板（コントロール）

光源：BLB（352 nm）ランプ
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公開抗ウイルス性能評価方法の確立抗ウイルス性能評価方法の確立

MDCK細胞の増殖

37℃ CO 5%

MDCK細胞

37℃, CO2 5%
～5日

DMEM培地

ウイルス感染価
の測定へ

インフルエンザウイルスの精製

Influenza virus

℃ 35 5℃ 48h 4℃ 12h
感染

有精卵

37℃, 12日 35.5℃,  48h 4℃,  12h
ウイルス回収

(約2L)

ウイルス濃縮 ウイルス精製

ウイルス(約100ml) (約8ml)
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精密濾過
限外濾過

超遠心によるショ糖
密度勾配沈降速度法

ウイルス
バンド

( )



公開評価方法概略評価方法概略 （インフルエンザウィルス対象）（インフルエンザウィルス対象）

ブラックライト

UV Light

ウイルス液密着フィルム

UV Light

調湿用濾紙
試験サンプル薄膜ガラス
（酸化チタン Control)

保湿用ガラス

シャーレ

ウィルス液の回収

調湿用濾紙 （酸化チタン、Control)

感染価測定（TCID50測定）
：MDCK細胞のCPE（細胞変性効果）

MDCK細胞に接種・感染

細 （細 変性効果）

37ºC, CO2 5%にて5日間培養

MDCK細胞に接種 感染

ＣＰＥ 無 ＣＰＥ 有り
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感染価測定： 細胞変性効果より判定
非感染細胞（左）とウイルス感染細胞（右）

公開簡便な評価方法の開発簡便な評価方法の開発 （（QQββファージ対象）ファージ対象）

宿主大腸菌の増殖

37℃ ～15 h 37℃ 15 h 37℃ ～15 h

(前培養)凍結大腸菌

37℃, ～15 h

寒天培地

37℃, ～15 h

液体培地
(平板培養)

37℃, ～15 h

(培養) (OD600>1.0)

ファージ溶液作製とプラークアッセイ

宿主大腸菌
37℃, 10 min

(感染)

37℃, ～15 hr

(平板培養)

プラーク数のカウントに
よる濃度の決定

(感染)
寒天培地

(平板培養)
プラークアッセイ:低濃度ファージ
ファージ溶液作製:高濃度ファージ

ファージ溶液

回収バッファー(SM buffer)
に寒天培地ごと回収

暗所
4℃, ～15 hr遠心処理

フ ルタ 処理
プラーク凍結保存

d/
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(抽出)

フィルター処理

(精製)
アッセイ

(チェック)

and/or
実験



公開

ジ 率 算出

簡便な評価方法概略簡便な評価方法概略 （（QQββファージ対象）ファージ対象）

評価方法の概略１より
ファージ溶液の調製

光照射（UV light）
ファージ不活化率の算出

ファ ジを回収 E coliブラックライト

光強度調整

ファージを回収 感染
E.coliブラックライト

LightLight

寒 培

UV光のプレ照射

寒天培地

培養 (37ºC)

ファージ溶液
プラーク形成

（サンプル）
サンプル

プラーク数のカウント
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(参考) JIS R 1702 （2006），ISO（2008）
プラ ク数のカウント
→不活化率算出

公開評価結果１評価結果１ （（QQββファージ対象）ファージ対象）

Ｑβバクテリオファージは酸化チタンサンプルT3に0.1 mW/cm2の紫外線照射することで、

効果的に不活化されることを確認

1. E+07

A

定量的PCR法により、Ｑβバクテリオファージの不活化を確認

0 mW/cm2
光触媒のみ

光照射なし 光触媒なし

1. E+06

Q
β

 R
NA

1.E+09

1.E+10

FU
/m

l)

0.1 mW/cm2
光触媒のみ

光照射のみ

1. E+05on
 o

f 
Q

ar
bU

)

1.E+07

1.E+08

n 
of

 Q
β 

(P

1 . E+04en
tr

at
i (a

1.E+05

1.E+06

nc
en

tr
at

io
n

光照射＋光触媒

1. E+03
0h 4h 8 h

Co
nc

e

1.E+03

1.E+04

0 4 8 24

C
on
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0h 4h 8 h
Ti me

0 4 8 24

Time (hrs)
事業原簿 p.38



酸化チタン光触媒反応によるファージの酸化チタン光触媒反応によるファージの
不活化機構について不活化機構について

公開

不活化機構について不活化機構について

Qβバクテリオファ ジをPEG NaClで沈QβバクテリオファージをPEG-NaClで沈
殿、濃縮後、T3サンプルに対して、0.1 
mW/cm2の紫外線を照射して光触媒反応
をおこなったをおこなった。

各時間後にファージを回収し、トリスート
リシンゲルにてタンパクを分離、CBB染色
によりタンパクを確認したによりタンパクを確認した。

高分子タンパクの減少が認められた一方
で 低分子のタンパクの減少量はほぼ変で、低分子のタンパクの減少量はほぼ変
わらない

また これまでの定量的PCRの結果よりまた、これまでの定量的PCRの結果より、
光触媒反応はRNAに対して強い影響を与
えていない Fig. 9. CBB染色による光触媒反応後のバクテリオファージタ

ンパク量の変化
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光触媒反応の標的分子はバクテリオファージの外膜部分の
高分子タンパクが主要な標的の可能性

公開中間目標中間目標

（ ） 強度 性 論 算 高機能（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光
触媒材料の複合元素組成に関する設計仕様を確立する。

（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

（ ） 光触媒 究開発 特有な複数 大学 企業間が保有する（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学・企業間が保有する
知的財産の有効利用に関する指針作成を行う。
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公開中間目標（４）中間目標（４）

特許をうける権利の帰属
・発明者主義により決定する

大学等と企業の共有特許大学等と企業の共有特許
・第三者への許諾を認めることとし、不実施補償は徴収しない

→ この場合の出願費用は企業負担とする

企業の独占的実施企業の独占的実施
・共有者たる原料メーカー等の企業が独占的な実施を希望し、かつ当該企業の事業の
実施において、独占的な権利を保有することが不可欠と考えられる場合には独占的
に実施をすることを認め 大学等は不実施補償を徴収する

⇒ 上記、知的財産管理指針をもとに
『情報管理及び知的財産等に関する契約』を締結

に実施をすることを認め、大学等は不実施補償を徴収する

『情報管理及び知的財産等に関する契約』を締結
※知的財産取扱規則、発明委員会規則を含む
・ 東大は別途各機関ごとに共同研究契約、共同実施契約を締結
・ その他 下記のような内容についても規定・ その他、下記のような内容についても規定

・ プロジェクト内での実施許諾
（各機関が保有する単独又は共有の知的財産権を第三者より不利にならない

条件で実施可能）

25／27

条件で実施可能）
・ 大学等による研究成果の公表等

（関係機関へ事前通知後、許諾のあったものを公表）事業原簿 p.39

公開

・昭和タイタニウム㈱
・三井化学㈱

助成機関委託機関（東京大学）
共同実施契約

※各機関と個別 共同研究契約 三井化学㈱
・三菱樹脂㈱

・TOTO㈱
・日本板硝子㈱

パナソニ ク電工㈱

共同実施機関

※各機関と個別
契約

共同研究契約
※各機関と個別契約

・パナソニック電工㈱
・盛和工業㈱
・㈱ホクエイ

・㈱積水樹脂技術研究所

・中部大学
・(財)神奈川科学技術アカデミー

・(独)産業技術総合研究所
㈱積水樹脂技術研究所

集中研究室
＜定期研究討論会＞

研究成果等 開発成果等

発明委員会

（参加者管理）
（開示情報管理）

研究成果等 開発成果等

発明委員会
委員長：研究に従事しない者
委員：プロジェクトリーダー他

①成果の認定
②発明者の認定

外部
公表

出願手続・実施準備

26／27

②発明者の認定
③寄与度の判定
④共同出願の持分の認定
⑤独占的実施の有無の認定

出願手続・実施準備

事業原簿 p.39



公開

中間目標中間目標

プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況

中間目標中間目標
平成２１年度までに、紫外光活性ならびに可視光活性の飛躍的な向上に向けて、

（１） 吸収強度、反応活性向上のための理論計算による高機能光触媒材料の複
合元素組成に関する設計仕様を確立する。 ⇒⇒ 達成された達成された

（２） 反応活性向上に向けた構造制御に関する原理を完成させる。

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する

⇒⇒ 達成された達成された

（３） 光触媒反応活性の評価方法を確立する。

（４） 光触媒の研究開発に特有な複数の大学・企業間が保有する知的財産の

⇒⇒ 達成された達成された

有効利用に関する指針作成を行う。

最終目標最終目標
⇒⇒ 達成された達成された

最終目標最終目標
平成２３年度に、ラボレベルにおける活性度評価において現状と
比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０倍の高感度化を達成し、

27／27

比較して紫外光活性２倍、可視光活性１０倍の高感度化を達成し、
光触媒共通サイエンスを完成させる。



 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民



参考資料 1-2 

１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題その他社会的ニーズ

関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある７名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構研究評価広報部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成１９年度に開始された「循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」

プロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべき者である。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、研

究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-12 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
 



参考資料 1-4 

評価項目・評価基準 

 
Ａ．「プロジェクト全体」に適用 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ ナノテク・部材イノベーションプログラムの目標達成のために寄与してい

るか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、市場動向、政策動向等から見て、

事業の目的は妥当か。 
 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
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・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取り組み 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
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(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
 

(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

 (1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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Ｂ．「個別テーマ」研究開発項目①に適用 

 

３．研究開発成果について 

 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
 

(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化の見通しについて 

 

(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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Ｃ．「個別テーマ」研究開発項目②～⑤に適用 

 

３．研究開発成果について 

 
 (1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
 
(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
 

(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化、事業化の見通しについて 

 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２００８．３．２７ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第１７回研究評価委員会（平成２０年３月２

７日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
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・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
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(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 



  

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO 技術開発機構）研究評価部が委員会の事

務局として編集しています。 
 

平成２１年９月 
 
 NEDO 技術開発機構 
 研究評価部 
 統括主幹 竹下  満 
 主幹 寺門  守 

 担当  橋山  富樹 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO 技術開発機構のホームページに

掲載しています。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 
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